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令和２年度 共通仕様書（土木工事編） 改正概要 

（令和２年 10 月 1 日改正） 

１．共通仕様書（土木工事編Ⅰ） 

番号 項  目 内  容 掲載頁 

１ 第 1編 共通編 

1-1-7 

総則 

施工計画書 

施工計画書提出時期の追記 

（施工方法確定時提出の明文化） 

「１．受注者は，工事着手前に～（略）～施工計画書

を監督員に提出し，～～」 

    ↓ 

「１．受注者は，工事着手前又は施工方法が確定した

時期に～（略）～施工計画書を監督員に提出し，～～」 

(Ⅰ)7 

２ 1-1-13 

工事の下請負 

適切な下請負契約について詳細記入 

「４. ～（略）～｡なお, 下請契約を締結するときは, 

適正な額の請負代金での下請契約の締結に努めなけれ

ばならない｡」 

    ↓ 

「４. ～（略）～｡なお, 下請契約を締結するときは, 

下請負に使用される技術者, 技能労働者等の賃金, 労

働時間その他の労働条件, 安全衛生その他の労働環境

が適正に整備されるよう,市場における労務の取引価

格, 保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及

び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければ

ならない｡」 

(Ⅰ)11 

３ 1-1-14 

施工体制台帳 

名札着用技術者の追加（監理技術者補佐の追加） 

「４. 受注者は, 監理技術者, 主任技術者(下請負者

を含む) 及び～（略）～名札等を着用させなければな

らない｡名札は図１－２を標準とする｡」 

    ↓ 

「４. 受注者は, 監理技術者, 監理技術者補佐, 主任

技術者(下請負者を含む)及び～（略）～名札等を着用

させなければならない｡名札は図１－２を標準とする｡

(監理技術者補佐は, 建設業法第 26 条第３項ただし書

き規定する者をいう｡)」 

(Ⅰ)11 

４ 1-1-29 

施工管理 

労働環境等の改善について詳細追記 

「６. 受注者は, 作業員の労働条件, 安全衛生その他

の労働環境の改善に努めなければならない｡また, ～

（略）～」 

    ↓ 

「６. 受注者は, 工事の適正な実施に必要な技術的能

力の向上, 情報通信技術を活用した工事の実施の効率 

(Ⅰ)31 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

同

上 

1-1-29 

施工管理 

化等による生産性の向上並びに技術者, 技能労働者等

育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金, 労働時

間, その他の労働条件, 安全衛生その他の労働環境の

改善に努めなければならない｡また, ～（略）～」 

(Ⅰ)31 

５ 1-1-40  

諸法令の遵守 

法律改正年月・法律番号を最新に改正 

※他頁文中表記も合わせて改正 

(Ⅰ)44 

６ 工事請負契約約款

条項 

福島県工事請負契約約款の条項を最新に改正 

（令和２年４月１日改正に伴う） 

各頁 

７ 第２編 材料編 

2-13-9 

その他 

 道路照明標示 

 板 

標示板レイアウトの変更 

・記載内容の変更 

・灯器更新の場合（既存支柱利用）のレイアウトを追加 

 

 

※第９編電気通信設備編 第２節雑則 1-2-1 表示につ

いて、2-13-9 の引用規定文に改正 

(Ⅰ)152 

 

 

 

 

(Ⅰ)717 

８ 第３編 土木工事

共通編 

1-4-4 

基礎工 

 既製杭工 

「現場円周溶接部の目違いの許容値（表 1-12）」外径区分

の改正 

 「1,016mm を超え 1,524mm 以下」 

    ↓ 

 「1,016mm を超え 2,000mm 以下」 

(Ⅰ)203 

９ 1-12-3 

工場製作工 

桁製作工 

文言の改正・削除（原寸システム等使用の明示） 

1.(1)原寸 

「① 受注者は, 工作に着手する前に原寸図を作成し, 

図面の不備や製作上に支障がないかどうかを確認しな

ければならない｡ 

ただし, コンピュータによる原寸システム等を使用

する場合で, 原寸図を用いずに図面の不備や製作上の

問題点を確認できる場合は, 原寸図の作成を省略する

ものとする｡ 

② 受注者は, 原寸図の一部または全部を省略する

場合は, 監督員の承諾を得なければならない｡」 

    ↓ 

「① 受注者は, 工作に着手する前にコンピュータに

よる原寸システム等により図面の不備や製作上に支障

がないかどうかを確認しなければならない｡ 

② 受注者は, 上記①においてコンピュータによる

原寸システム等を使用しない場合は監督員の承諾を得

なければならない｡」 

 

(Ⅰ)296 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

同

上 

1-12-3 

工場製作工 

桁製作工 

文言の追加（予熱温度低減の追記） 

1.(8)予熱 

「受注者は, ～（略）～ 表１－50により予熱しなけれ

ばならない｡ 

なお, 鋼材のPCM値を低減すれば予熱温度を低減できる｡

この場合の予熱温度は表１－52とする｡」 

 

 

 

(Ⅰ)300 

10 1-14-2 

法面工 

植生工 

条文の追加（施工前試験の工種拡大） 

「３. 受注者は, 種子散布吹付及び客土吹付, 植生基

材吹付, 植生シート・マットの施工に着手する前に, 

法面の土壌硬度試験及び土壌試験(pH) を行い,その結

果及び資料を整備保管し, 監督員又は検査員から請求

があった場合は速やかに提示しなければならない｡ 

 

上記追加に伴い、Ｒ元版P.325 1-14-2 12(1)を削除 

(Ⅰ)324 

11 1-19-2 

標識工 

材料 

文言の改正・追加 

「４. 受注者は, 標示板には設計図書に示す位置にリ

ブを標示板の表面にヒズミの出ないようスポット溶接

をしなければならない｡」 

    ↓ 

「４. 受注者は, 標示板には設計図書に示す位置に補

強材を標示板の表面にヒズミの出ないようスポット溶

接をしなければならない｡アルミニウム合金材の溶接

作業は(一社) 軽金属溶接協会規格 LWSP7903－1979 

｢スポット溶接作業標準(アルミニウム及びアルミニウ

ム合金)｣((一社)日本溶接協会規格 WES7302 と同一規

格) を参考に行うことが望ましい｡」 

(Ⅰ)340 

12 1-19-3 

標識工 

小型標識工 

標示板基板表面状態の文言改正 

「３. 受注者は, 標示板基板表面を機械的に研磨(サ

ンディング処理) しラッカーシンナーまたは, 表面処

理液(弱アルカリ性処理液) で脱脂洗浄を～（略）～｡」 

    ↓ 

「３. 受注者は, 標示板基板表面をサンドペーパーや

機械的により研磨(サンディング処理) しラッカーシ

ンナーまたは, 表面処理液(弱アルカリ性界面活性剤) 

で脱脂洗浄を～（略）～｡」 

 

反射シートの貼付方式の文言追加 

「５. 受注者は, 重ね貼り方式または, スクリーン印

刷方式により, 反射シートの貼付けを行わなければな 

(Ⅰ)340 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ⅰ)341 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

同

上 

1-19-3 

標識工 

小型標識工 

らない｡印刷乾燥後は色むら・にじみ・ピンホールなど

が無いことを確認しなければならない｡また, 必要が

ある場合はインク保護などを目的とした, クリアーや

ラミネート加工を行うものとする｡」 

 

13 第１０編 参考資

料 

2-9 

県産材証明 

機関一覧 

県産材証明機関一覧の改正 (Ⅰ)729 

  730 

 

２．共通仕様書（土木工事編Ⅱ） 

番号 項  目 内  容 掲載頁 

●土木工事施工管理基準及び規格値 

14 土木工事施工管理

基準 

管理基準未協議時の取扱いを追記 

・２．適用 

  「この管理基準は、～（略）～。また、工事の種類、

規模、施工条件等により、この管理基準によりがた

い場合、または基準、規格値が定められていない工

種については、監督員と協議の上、施工管理を行う

ものとする。なお、協議が行われていない場合は設

計値以上を原則とする。」 

 

延長測定位置について追記 

・５．管理項目及び方法 (2)出来形管理 

  「～（略）～。 

   延長について、設計図書に測定位置が明示されて

いない場合は、測定物の中心線延長を測定するもの

とする。」 

(Ⅱ)3 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ⅱ)4 

●出来形管理基準 

15 3-1-3-9 

区画線工 

ペイント式区画線の取扱いを追記（テストピース省略） 

・「ペイント式区画線の場合は、テストピースによる測定

を省略し、現地測定によることができる。」 

 

線種の考え方を追記 

・「線種の考え方 

実線、破線、ゼブラ、矢印・記号・文字について、幅 

及び厚さ、色毎とする。 

なお、矢印・記号・文字は１工事毎に１ヶ所とする。」 

 

(Ⅱ)50-51 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

16 3-1-3-14 

プレキャストセグ

メント主桁組立工 

測定基準の改正 

・「桁断面寸法測定箇所は、両端部、中央部の３ヶ所とす

る。」 

    ↓ 

「横方向最大タワミ量の測定箇所は、両端部、中央部の

３ヶ所とする。 

(Ⅱ)54-55 

17 3-1-3-24-1 

伸縮装置工（ゴム

ジョイント） 

3-1-3-24-2 

伸縮装置工（鋼製

フィンガージョイ

ント） 

一体物伸縮装置設置の取扱いを追記（規格値適用外） 

・「表面の凹凸は長手方向（橋軸直角方向）に３ｍの直線

定規で測って凹凸が３㎜以下。（車線毎に一体物の伸縮

装置の場合、本規格値は適用しない。）」 

(Ⅱ)60-61 

18 3-1-4-3-1 

基礎工（護岸） 

（現場打）

基礎工（護岸） 

（プレキャスト）

土留め擁壁等への適用について追記 

・「道路等における土留め擁壁などの基礎工についても、

本項に準拠し管理する。」 

 

(Ⅱ)68-69 

19 3-1-6-7-1 

アスファルト舗装

工 

～ 

3-1-6-17-2 

オーバーレイ工 

規格値の表記を改正 

・10 個の測定値（Ｘ10） 

 ＊面管理の場合は測定値の平均 

    ↓ 

 測定値の平均（Ｘ） 

 

(Ⅱ)78-155 

 

20 3-1-6-7-6 

アスファルト舗装

工（表層工） 

～ 

3-1-6-12-10 

コンクリート舗装

工（転圧コンクリ

ート版工） 

4-14-4-5-1 

切削オーバーレイ

工 

 

 

 

 

維持工事について追記 

・「単価契約等の維持工事においては、平坦性の項目を省

略することが出来る。」 

(Ⅱ)88-89 

  100-101 

  112-113 

  122-123 

  132-133 

  142-143 

  242-243 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

21 3-1-6-12-1～10 

コンクリート舗装

工 

3-1-6-13-1～5 

薄層カラー舗装工 

3-1-6-14-1～5 

ブロック舗装工 

厚さに関する平均値の記載を改正 

・「厚さは、～とともに、10 個の測定値の平均値（Ｘ10）

について満足しなければならない。」 

    ↓ 

・「厚さは、～とともに、全ての測定値の平均（Ｘ）につ

いて満足しなければならない。」 

 

(Ⅱ)124-143 

  144-147 

  148-151 

 

22 3-1-6-15-2 

路面切削工 

（面管理の場合） 

新規【ＩＣＴ関連】 (Ⅱ)152-153 

23 3-1-7-9-2 

固結工 

（スラリー攪拌

工） 

新規【ＩＣＴ関連】 (Ⅱ)162-163 

24 3-1-12-1-1 

鋳造費（金属支承

工） 

測定項目名称の改正 

・アンカーボルト用孔（鋳放し） － 孔の直径 

    ↓ 

 アンカーバー用孔（鋳放し） 

 アンカーボルト         － ドリル加工孔 

 

・上沓の橋軸及び直角方向の長さ寸法 

    ↓ 

上沓の橋軸及び橋軸直角方向の長さ寸法 

 

規格値の改正 

・上下部鋼構造物との接合用ボルト孔－中心距離 

 「センターボスを基準にした孔位置のずれ」 

    ↓ 

 「ボスの突起を基準とした孔の位置ずれ」 

 

・規格値における JIS 規格に規格制定年度を追記 

 （例）JIS B 0403 → JIS B 0403-1995 

 

測定項目の追加 

・ボス－直径・高さの基準を新規追加 

  ボスの直径 +0 

        -1 

  ボスの高さ +1 

        -1 

(Ⅱ)168-171 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

同

上 

3-1-12-1-1 

鋳造費（金属支承

工） 

測定基準欄の注意事項（※）を改正 

 ※１）片面削り加工も含む 

 ※２）ただし、ソールプレート接触面の橋軸及び橋軸

直角方向の長さ寸法に対してはＣＴ13 を適用

する。 

    ↓ 

※１）ガス切断寸法を準用する。 

※２）片面のみの削り加工の場合も含む。 

※３）ソールプレートの接触面の橋軸及び橋軸直角方

向の長さ寸法に対してはＣＴ13 を適用するも

のとする。 

※４）全移動量分の遊間が確保されているかを確認す

る。 

※５）組立て後に測定 

(Ⅱ)168-171 

25 3-1-12-1-2 

鋳造費（大型ゴム

支承工） 

測定項目名称の改正 

・平面度 → 相対誤差 

(Ⅱ)172-173 

26 3-1-14-4-1 

法枠工 

（現場打法枠工） 

（現場吹付法枠

工） 

測定基準の追加【ＩＣＴ関連】 

・法長、幅・高さ・枠中心間隔、延長 

「計測手法については、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形計測要領(案)」で規定する出来形計

測性能を有する機器を用いることが出来る。」 

 

曲線部の取扱いを改正 

・「曲線部は設計図書による」 

    ↓ 

「曲線部、凹凸部等において、枠中心間隔ａの下限規格

値によりがたい場合は、監督員と協議のうえ、下限規格

値を設定すること。」 

(Ⅱ)196-197 

27 4-4-5-10-1 

支承工（鋼製支承）

4-4-5-10-2 

支承工（ゴム支承）

測定項目名称の改正 

・支承の水平度 → 水平度 

・可動支承の移動量 → 可動支承の機能確認 

 

規格値の改正 

・可動支承の移動可能量 

  設計移動量＋１０以上 → 設計移動量以上 

・支承中心間隔（橋軸直角方向）－鋼橋 

  4+0.5×(B-2) → ±(4+0.5×(B-2)) 

（下限値設定） 

(Ⅱ)226-227 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

28 4-6-5-3 

覆工コンクリート 

測定基準の追加【ＩＣＴ関連】 

・基準高、幅、高さ、厚さ、延長 

「計測手法については、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形計測要領（案）」で規定する出来形計

測性能を有する機器を用いることが出来る。」 

(Ⅱ)232-233 

29 4-14-4-5-1 

切削オーバーレイ

工 

厚さ（オーバーレイ）の規格を改正（基層部規格の追加） 

・厚さ（オーバーレイ） -9mm 

    ↓ 

 厚さ（オーバーレイ） 表層部 -9mm 

            基層部 -12mm 

(Ⅱ)242-243 

30 4-14-4-5-2 

切削オーバーレイ

工（面管理の場合）

新規【ＩＣＴ関連】 (Ⅱ)242-243 

●品質管理基準 

31 7  下層路盤 

8  上層路盤 

10 セメント安定 

  処理路盤工 

11 アスファルト

舗装 

現場密度の測定－試験基準の改正 

・維持工事の表記を削除 

 「なお、維持工事等の小規模なもの（施工面積が 1,000m2

以下のもの）については～」 

    ↓ 

 「なお、施工面積が 1,000 ㎡以下の場合は～」 

(Ⅱ)324-325 

  332-333 

  336-337 

  344-345 

32 14 路床安定処 

理工 

現場密度の測定－規格値の改正（引用規定の追記） 

・「設計図書による。」 

    ↓ 

 「設計図書による。 

  設計図書に定めのない場合は、23 道路土工による。」 

(Ⅱ)352-353 

33 29 路上路盤再生 

  工 

30 路上表層再生 

  工 

31  排水性舗装

工・透水性舗装工 

現場密度の測定－試験基準の改正（試料個数の低減） 

・「１工事あたり 3,000 ㎡を超える場合は、10,000 ㎡以下

を 1ロットとし、1ロットあたり 10 個（10 孔）で測定

する。 

（例） 

3,001 ㎡～10,000 ㎡：10 個 

10,001 ㎡以上の場合、10,000 ㎡毎に 10 個追加し、測

定箇所が均等になるように設定すること。 

例えば、12,000 ㎡の場合：6,000 ㎡／ 1 ロット毎に 10

個､合計20個なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維

持工事を除く）は 1工事あたり 3個（3孔）以上で測定

する。」 

    ↓ 

 

(Ⅱ)400-401 

  402-403 

  408-409 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

同

上 

29 路上路盤再生 

  工 

30 路上表層再生 

  工 

31  排水性舗装

工・透水性舗装工 

「1,000 ㎡ １孔 

1,000 ㎡を超え 3,000 ㎡以下 ３孔 

3,000 ㎡を超えるものは上記に 1,000 ㎡ごとに１孔増

やす。 

（例：3,000 ㎡を超え 4,000 ㎡以下 ４孔）」 

 

 

(Ⅱ)400-401 

  402-403 

  408-409 

34 31  排水性舗装

工・透水性舗装工 

温度測定－試験項目名称の改正、規格値の削除 

・温度測定（初期締固め前） → 温度測定（初転圧前） 

 

・規格値 140～160℃ → 削除 

 ※製品により望ましい温度が異なるため 

(Ⅱ)408-409 

●写真管理基準  

35 写真管理基準（案） 2-3 情報化施工及び3次元データによる施工管理に下記

を追加 

・「ＴＳ等光波方式を用いた～（略）～、「施工履歴デー

タを用いた出来形管理要領（路面切削工編）（案）」、「施

工履歴データを用いた出来形管理要領（表層安定処理

等・中層地盤改良工事編）（案）」、「施工履歴データを

用いた出来形管理要領（固結工（スラリー撹拌工）編）

（案）」、「３次元計測技術を用いた出来形計測要領

(案）」による出来形管理を行った場合には、出来形管

理写真の撮影頻度及び撮影方法は、写真管理基準のほ

か、同要領の規定による。) 

 

2-6 撮影の仕様より縦横比を削除 

・「（2）有効画素数は小黒板の文字が判読できることを指

標とする。縦横比は 3：4程度とする。」 

 

4  その他－「不要」の説明を改正 

・「(3) 不要とは、デジタル写真管理情報基準の写真管理

項目にある 「提出頻度写真」に該当しないことをい

う。」 

    ↓ 

「 (3) 不要とは、別紙｢フィルムカメラを使用した場合

の写真管理基準（案）｣を参照のこと。」 

 

 

 

(Ⅱ)425-428 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

36 写真管理基準（出

来形管理） 

1-2-3-2 掘削工 

1-2-3-3 盛土工 

1-2-4-2 掘削工 

1-2-4-3,5 

路体盛土工,路床

盛土工 

法長撮影に係る記載の改正【ＩＣＴ関連】 

・「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領

（土工編）（案）」に基づき写真測量に用いた全ての画

像を納品する場合には、写真管理に代えることが出来

る。」 

 

 

(Ⅱ)442 

  443 

  444 

 

37 3-1-7-7-9-1 

固結工（粉末噴射

攪拌工）（高圧噴射

攪拌工）（スラリー

攪拌工）（生石灰パ

イル工） 

法長撮影に係る記載の追加【ＩＣＴ関連】 

・「ただし、（スラリー攪拌工）において、「施工履歴デー

タを用いた出来形管理要領（固結工（スラリー撹拌工）

編）（案）」により出来形管理資料を提出する場合は、

出来形管理に関わる写真管理項目を省略できる。」 

(Ⅱ)474 

38 3-1-7-9-2 

固結工（中層混合

処理） 

法長撮影に係る記載の追加【ＩＣＴ関連】 

・「ただし､「施工履歴データを用いた出来形管理要領(表

層安定処理等・中層地盤改良工事編)(案)」により出来

形管理資料を提出する場合は､出来形管理に関わる写

真管理項目を省略できる。」 

(Ⅱ)474 

39 3-1-14-4-1 

法枠工（現場打法

枠工）（現場吹付法

枠工） 

法長撮影に係る記載の追加【ＩＣＴ関連】 

・「ただし、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来

形管理要領（土工編）（案）」に基づき写真測量に用い

た画像を納品する場合には、写真管理に代えることが

出来る｡」 

(Ⅱ)478 
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３．共通仕様書（土木工事編Ⅲ） 

番号 項  目 内  容 掲載頁 

40 ２．様式 東北地方整備局ＨＰリンク先の変更 

http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/ 

kyoutuu/H31siyousho/h31siyousho.htm 

    ↓ 

http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/ 

kyoutuu/R2siyousho/r2siyousho.htm 

 

提出書類一覧表における「約款条項」を改正 

 共通仕様書で定める様式 

様式 20  請負代金額の変更 

      （福島県工事請負契約約款第 26 条条第○

項に基づく協議） 

  様式 21  請負工事被害報告書 

  様式 22  請負工事被害確認書 

  様式 23  損害負担申請書 

  様式 24  工事完成届 

  様式 25  土木（建築）工事検査の結果 

  様式 26-1 工事完成引渡し書 

  様式 26-2 施設の部分使用同意書 

  様式 26-3 部分使用に係る確認検査結果書 

  様式 27-1 部分払申請書 

※上記様式は、各様式記載の約款条項も改正 

 

その他の様式 

 工事延長（短縮）の申出（任意様式） 

 措置内容（任意様式） 

 請負代金の支払（任意様式） 

 前金払（任意様式） 

 遅延利息の支払請求（納入通知書） 

  部分払（請求書） 

 前払金等不払に対する乙の工事中止（請求書）   

 契約不適合責任（任意様式） 

  （書式名改正 旧「かし担保」） 

 発注者の解除件（任意様式） 

 受注者の解除件（任意様式） 

 解除に伴う措置（任意様式） 

  火労災保険証等受領書（任意様式） 

 

(Ⅲ)2.様式見

出し 

 

 

 

 

 

(Ⅲ)14 

 

(Ⅲ)35 

 

 

(Ⅲ)36 

(Ⅲ)37 

(Ⅲ)38 

(Ⅲ)39 

(Ⅲ)40 

(Ⅲ)41 

(Ⅲ)42 

(Ⅲ)43 

(Ⅲ)44 
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番号 項  目 内  容 掲載頁 

41 ５．建設工事公衆 

災害防止対策 

要綱 

国土交通省告示第 496 号（令和元年９月２日）により改

正 

(Ⅲ)195 

42 10．土木工事安全 

施工技術指針 

国官技第 433 号（令和２年３月２５日） 

国土交通省大臣官房技術審議官通知に伴い改正 

(Ⅲ)279 

43 22．産業廃棄物管 

理票交付等状 

況報告制度に 

ついて 

「４ 報告書の提出先及び留意点(1)」及び 

「６ 提出先」に福島市を追加 

 

(Ⅲ)552 

  554 

 


